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２ 釜石市 
土地バンクの改善等による民間事業者と連携した

造成宅地の利活用の推進 

 
 
 
 

所 在 地：岩手県釜石市 

主な用途：住宅、企業用地等 
  
■ 位置図 

 

１．目的と背景 

既存の土地バンク制度改善のため、より効果的な情報発信や
造成宅地の利用促進に向けた庁内・民間連携を推進 
 造成宅地の活用面積・率が共に低く、令和４年度の地権

者意向調査等では、地権者の売却意向の増加が顕在化。 

 釜石市では平成 30 年度に土地バンクを創設・運用して

いるが、未利用地の現況に比べ登録数が少なく、登録情

報は市 HP のみに掲載され、民間事業者・庁内他部署の

情報発信も限定的で、スキームに課題が残る。 

 土地バンク制度の活用促進に向けて、市担当部署のみで

情報を抱え発信力不足の状況を変えるべく、①民間事業

者の巻き込みによるスキーム改善・販売チャネルの増

加、②庁内関係部署との情報共有と協働 PR を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 市中心の土地バンク体制に対して新たに宅建業者と連携し販路を拡大 
② 他部署への情報収集をきっかけとして、継続的に情報交換や都度相談が行える庁内体制を構築 

＜今後の方向性＞ 
 ＰＲチラシの配布、民間事業者ＨＰへの土地バンクリンクの掲載等による案内・周知の強化。 
 土地カルテ更新案に基づき、土地バンクＨＰの記載情報を分かりやすいものに更新。 
 「庁内連携会議」の継続・拡充による庁内連携体制の強化と PR手段の拡充。 
 今年度関係を築いた市と民間事業者や業界団体との連携強化。 

＜今年度（令和５年度）の取組成果＞ 

 土地バンク制度の活用促進に向けた不動産業者等の民間事業者と市の連携体制の構築。 
 土地活用促進のためのチラシの作成と市ホームページの土地カルテの見直しにより、土地バンクの効果的な

情報発信方法を確立。 
 点在する造成未利用地について、庁内情報共有と利活用に向けた検討・協議を行う「庁内連携会議」を

組成。 

ポイント 

鵜住居地区 嬉石松原地区 

平田地区 片岸地区 
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２．取組にあたっての課題 

土地バンク登録を促進するために、昨年度から地権者意向調査等を実施してきたが、以下のとお

り、情報発信等の課題がある。 

 市単独での土地バンク運営を脱却し、新たに不動産業者等の民間事業者の巻き込みの働きかけを行う
必要がある 

 昨年度より庁内他部署との連携の基盤を形成したものの、具体的アクションへの移行が必要 

 巻き込むプレーヤーが PR活動を実現するためのツールの開発 

３．今年度の取組項目 

庁内の情報・意見整理や市内民間事業者等のプロセスの重要性を踏まえ、以下の取組を実施。 

Ⅰ 土地バンク制度の改善案の検討 

 土地バンク制度改善案の検討・立案と土地台帳（カルテ）の見直し検討 

Ⅱ 民間事業者との連携体制構築 

 市内の不動産会社、建築・宅建業者等の民間事業者へ情報収集、巻き込むプレーヤーが PRできるため
の効果的な情報発信方法の検討やチラシの作成 

Ⅲ 庁内連携の促進 

 土地活用に向けた取組のオーソライズに向けて、庁内他部署と情報共有等を行う機会創出 

４．取組経過や主な調整プロセス 

６～10 月 市内民間事業者へのヒアリングによる情報収集及びニーズの
把握、土地バンク制度の改善案検討 

► 釜石市で最大手の宅建業者をヒアリング先として絞込み、ニーズ調

査及び土地バンク連携の可能性について相談。 

► 市内の土地取引の状況、事業者・個人住宅用地の土地に対するニー

ズなどを聞き取りし、釜石市の状況・特性に合った土地バンク制度

と民間との連携方法を検討。 ※p2-4 図 1 参照 

10～12 月 取組のオーソライズに向けた庁内会議での情報共有・意見
交換、民間事業者との連携体制構築 

► 庁内連携会議で、チラシの内容校正を目的に庁内関係各課（総

合政策、資産管理、商工観光、子ども、地域福祉、国際港湾産業）

の担当者で協議。担当する補助金制度などについて情報交換を実

施。 

► 民間事業者及び業界団体との協議・意見交換を行い、今後の連携方

法を確認。店舗へのチラシ掲示やＨＰ掲示の協力の了承を得た。 

12～３月 土地活用推進のためのチラシ作成、随時更新可能な土地カルテ見直
し案の検討 

► ヒアリングで把握した市内の土地取引の状況や事業者の土地に対す

るニーズと庁内連携会議による情報共有をもとに、土地利活用推進

のためのチラシ（個人住宅用・企業用）を作成。※p2-4 図 2 参照 

► 先行他市の取り組みを参考に市ホームページの土地台帳（カルテ）

の見直しを検討。 

 
ポイント① 
釜石市内の最大手
宅建業者へ接触し、
最適な土地バンク
のスキームや展開の
筋道を協議 

ポイント② 
他部署への情報収
集をきっかけとして、
継続的に情報交換
や都度相談が行え
る庁内体制を構築 

庁内連携会議の開催 
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■ 「庁内連携会議」開催と今後の実施体制 

釜石市都市計画課が主体となり、庁内関係各部署と連携して実施 
造成宅地の管理を行う都市計画課が主体となり、関係各部署と庁内調整を実施。 

実施主体： 

 釜石市都市計画課 

連携部署： 

 総合政策課、商業観光課、国際港湾産業課、資産管理課等 

■ 取組工程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

釜石市
庁内連携会議

土地バンク
活用の要請

主担当：建設部都市計画課
（土地バンク運営）

本間部長
佐藤課長補佐
金崎主任

関係部署

民間事業者

A社
（市内で最大手である宅建業者）

宅建業者

住宅建築業者

土地バンク活用・協業・PRの働きかけ

総合政策課

商業観光課 国際港湾産業課

ハウスメーカー
B社 C社 D社

不動産会社

資産管理課

Ⅰ

Ⅱ
民間事業者との連
携体制構築

土地バンク制度改善案の検討・立案

取組項目 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 次年度へ

土地バンク制度の
改善案の検討

・事務手続きを進
め、運用開始

実
施
計
画
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
の
調
整

Ⅲ 庁内連携の促進

ヒアリン
グ項目の
検討

庁内連
携会議
の開催

市内民間業者へのヒアリング・意見交換
（市内で最大手である宅建業者を中心に複数回実施）

効果的な情報発信方法の検討、
PR資料の作成

現行制度の
課題整理

7/28第１回宅建
業者ヒアリング

他都市事例の
収集

庁内連携方法の検討、
関係部署との個別協議

・連携協力による
土地バンク運営

・庁内連携会議の
継続

・具体的な取り組
みの実施

10/26第２回宅建
業者ヒアリング

11/29

12月 第３回
（予定）

土地カルテの更新検討
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■ 取組成果や重要な検討資料等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 土地活用推進チラシ（企業用）  

図 1 今年度取組による土地バンクスキームの変化のイメージ 

 

売却等希望者 購入等希望者 

釜石市 

登録 問合せ 

土地売却等情報の発信 

協議・交渉 

民間事業者 
売却等希望者 購入等希望者 

釜石市 

登録 問合せ 

土地売却等情報の発信 

協議・交渉 

協力 

仲介 

【釜石市の土地バンクスキーム（スタート時）】 

【釜石市の土地バンクスキーム（ハンズオン支援後）】 
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５．今年度の取組成果 

成果１ 土地バンク制度の活用促進に向けた不動産業者等の民間事業者との連携体制の構築 
► 市内不動産業者及び業界団体へのヒアリングを実施し、市内の土地取引の状況や事業者の

土地に対するニーズ、個人の住宅用地に対するニーズなどを把握。 

► 作成したチラシを店頭に置くことや、市ホームページ更新の際には各不動産業者の名前を

カルテに入れることなどの了承を得、今後の継続した連携についても確認。 

成果２ 土地活用促進のためのチラシの作成と市ホームページの土地カルテの見直しにより、土地バンクの効
果的な情報発信方法を確立 

► 巻き込むプレーヤーが PR できるための土地利活用推進のためのチラシ（個人用・企業用）

を作成。 

► 先行他市の取り組みを参考に、市ホームページの土地台帳（カルテ）の見直しを検討。 

成果３ 点在する造成未利用地について、庁内情報共有と利活用に向けた検討・協議を行う
「庁内連携会議」を組成 

► PR チラシの内容校正を契機として、未利用地の利活用についての検討・協議や担当する補

助金制度などについて庁内情報共有する部署を横断した庁内体制が構築された。 

６．今後の方向性 

継続した情報発信と庁内連携による計画的な土地活用を推進 
① ＰＲチラシの配布、民間事業者ＨＰへの土地バンクリンクの掲載等による案内・周知の強化。 

② 土地カルテ更新案に基づき、土地バンクＨＰの記載情報を分かりやすいものに更新。 

③ 「庁内連携会議」の継続・拡充による庁内連携体制の強化と PR 手段の拡充。 

④ 今年度関係を築いた民間事業者や業界団体との連携強化。 

中長期スケジュール・フロー図等 

７．取組主体・関係者の声 
これまでの状況や今回の取り組みにおける工夫や苦労など 
 当初は空き地解消に向けて即効性のある対策を取れればという思いがあっ

たが、課題解決に向けて越えなければならないハードルがいくつもあり、

改めて土地活用推進の難しさを感じた。 

ハンズオン支援事業で今回取り組んだ感想など 
 土地活用推進のための具体的な取組手法について苦慮していた当市にとっ

て、先行市町の取組に基づく助言は大変心強かった。今回の支援によって

来年度以降の土地活用に向けた方針も見出すことができ有難かった。 
  

令和７（2025）年度以降令和６（2024）年度

市・民間事業者
の連携による
PRの実施
土地バンクの
見直し

庁内連携体制の
継続・拡充

市・民間事業者のHPとの連動等、効果的なPRの構築・実施
官民による意見交換等の継続

チラシ
作成・配布

庁内連携会議の開催（随時）

企業誘致部局等と連携した施策の検討

土地カルテ記載情報の更新

釜石市 都市計画課 
佐藤 課長補佐（右） 

金崎 主任（左） 


